
令和元年度予算 平成30年度予算 増減（前年比％）

内閣府（総合海洋政策） 52 52 △0（ △1%）

内閣府（科学技術イノベーション創造推進費） 26※1 40※2 △14（△35%）

警察庁 46 22 24（ 111%）

総務省 7 7 1（ 10%）

外務省 5 5 0（ 1%）

文部科学省 505 457 48（ 11%）

農林水産省 1,824 1,540 284（ 18%）

経済産業省 461 419 42（ 10%）

国土交通省 3,220 3,046 174（ 6%）

環境省 53 79 △26（△33%）

合計（防衛省除く） 6,199※３ 5,665※３ 508（ 9%）

令和元年度海洋関連予算：6,199億円（防衛省除く）
（単位：億円）

全体に係る留意点
・ 内数として海洋政策予算額が特定できない施策を含まない。
・ 復興庁計上予算のうち、省庁執行分は表に含める。
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防衛省※４ 2,697 2,691

※１ 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期課題「革新的深海資源調査技術」の予算額。
※２ H30年度が最終年度となる戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第1期課題「次世代海洋資源調査技術」

の予算額。
※３ 端数処理（四捨五入）のため、表中の数値の合計は一致しない。
※４ 後年度負担金が含まれているため、防衛省は別集計とした。



令和元年度海洋関連施策の概要①
１．海洋の安全保障

海洋産業の振興及び国際競争力の強化

海洋資源の開発及び利用の促進

海上輸送の確保

○国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハイドレートの研究開発等事業
（経済産業省） 245億円（H30予算：227億円）

○海洋鉱物資源開発に向けた資源量評価・生産技術等調査事業（経済産業省）
87億円（H30予算：87億円）

○国際海底機構分担金の拠出（外務省） 1.0億円（H30予算：0.9億円）
○洋上風力発電の実現に向けた技術開発・実証研究、一般海域の利用促進に向けた

海域調査等（経済産業省・国土交通省） 88億円（H30予算：90億円）
○環境に配慮した再生可能エネルギー導入のための情報整備事業（環境省）

7億円（H30予算：8億円）
○海洋エネルギー発電技術の早期実用化に向けた研究開発事業（経済産業省）

5億円（H30予算：9億円）

○海事生産性革命の深化（国土交通省） 10億円（H30予算：10億円）
○海上技術安全研究所経費（国土交通省）

52億円の内数（H30予算：52億円の内数）
○「訪日クルーズ５００万人時代」に向けたクルーズ船の受入環境の整備（国土交通省）

147億円（H30予算：143億円）
●革新的深海資源調査技術（科学技術イノベーション創造推進費の一部）（内閣府）

26億円※１（H30予算：40億円※２）
○自然公園等事業等（環境省） 116億円の内数（H30予算：91億円の内数）

２．海洋の産業利用の促進

●海上防衛力の維持・整備等（防衛省）
2,172億円 R5年度までの後年度負担額を含む

（H30予算：2,031億円 ※R4年度までの後年度負担額を含む）
○国境の警戒監視体制の整備等（防衛省）

203億円 R4年度までの後年度負担額を含む
（H30予算：556億円 ※R2年度までの後年度負担額を含む）

● 「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化（国土交通省）
357億円（H30予算：245億円）

●漁業取締りの強化等（農林水産省） 166億円（H30予算：145億円）
○治安・救難・防災業務の充実・強化（国土交通省） 150億円（H30予算：250億円）
○国境離島における事態対処能力の向上（警察庁） 45億円（H30予算：21億円）
●海洋の安全確保に資する装備品等の研究開発（防衛省）

269億円 R4年度までの後年度負担額を含む
（H30予算：56億円 ※R3年度までの後年度負担額を含む）

●海上交通の安全確保（国土交通省） 65億円（H30予算：84億円）
○南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト・日本海地震・津波調査プロジェクト（文部科

学省） 5億円（H30予算：6億円）
●海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省） 26億円（H30予算：11億円）
○大規模災害に対する港湾の防災・減災対策の推進（国土交通省）

2,773億円の内数（H30予算：2,347億円の内数）
○海岸保全施設の整備や耐震化等による防災・減災対策の推進（農林水産省・国土交

通省） 13648億円の内数（H30予算：11518億円の内数）
○漁港の耐震化、津波対策等による事前防災・減災対策の推進（農林水産省）

1,001億円の内数（H30予算：828億円の内数）
●ソマリア沖・アデン湾における海賊対策（外務省・国土交通省・防衛省）

54億円（H30予算： 46億円）
●アジア海賊対策協定情報共有センターへの拠出を通じたアジアにおける海賊対策（外

務省） 0.5億円（H30予算： 0.5億円）
●シーレーン沿岸国における海上保安能力の構築支援（外務省）

3,136億円の内数（H30予算：3,102億円の内数）
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※MDA関連施策については●印を付した。

○国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速（国土交通省） 790億円（H30予算：771億円）
○国際バルク戦略港湾政策の推進（国土交通省） 77億円（H30予算：77億円）
○ＬＮＧバンカリング拠点の形成促進（国土交通省） 9億円（H30予算：7億円）
○地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備（国土交通省）

125億円（H30予算：122億円）

水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化

○水産環境整備事業（農林水産省） 154億円（H30予算：106億円）
○漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進（農林水産省）

222億円（H30予算：164億円）
●資源管理・資源調査の強化（農林水産省） 78億円（H30予算：45億円）
●漁業取締りの強化等（農林水産省）＜再掲＞ 166億円（H30予算：145億円）

※１ 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期課題「革新的深海資源調査技術」の予算額。
※２ H30年度が最終年度となる戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第1期課題「次世代海
洋資源調査技術」の予算額。



３．海洋環境の維持・保全

海洋環境の保全等

沿岸域の総合的管理

●重要生態系監視地域モニタリング推進事業（環境省）
3億円の内数（H30予算：3億円の内数）

○サンゴ礁生態系保全対策推進費（環境省） 0.3億円（H30予算：0.3億円）
○国立・国定公園新規指定等推進事業費（環境省）

1.1億円の内数（H30予算：0.8億円の内数）
●気候変動観測・監視・対策業務（国土交通省） 8億円（H30予算：8億円）
●海洋ごみに係る削減方策総合検討事業（環境省）

3億円（H30予算：2億円）
○漂流ごみや油の回収・処理（国土交通省）

2,773億円の内数（H30予算：2,347億円の内数）
○海岸漂着物等地域対策推進事業（環境省） 4億円（H30予算：4億円）
○海洋における放射線モニタリング（環境省） 22億円の内数（H30予算：23億円の内数）
○環境影響評価の適切な実施（環境省） 0.7億円の内数（H30予算： 0.7億円の内数）
○風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業（環境省）

4億円の内数（H30予算：4億円の内数）

○海洋に流入する汚濁負荷の下水道による削減（国土交通省）
社会資本整備総合交付金 8,713億円の内数（H30予算： 8,886億円の内数）

○総合的な土砂管理の推進（国土交通省）
10,569億円の内数（H30予算： 8,014億円の内数）

●閉鎖性海域での沿岸域管理の推進（農林水産省・国土交通省・環境省）
2億円（H30予算：2億円）

令和元年度海洋関連施策の概要②

※MDA関連施策については●印を付した。

５．海洋調査及び海洋科学技術に関する研究開発の推進等

海洋調査の推進

海洋科学技術に関する研究開発の推進等

●「海上保安体制強化に関する方針」に基づく海洋調査体制の強化（国土交通省） ＜再

掲＞ 357億円（H30予算：245億円）
●海洋状況把握（MDA）体制確立の推進等（内閣府、国土交通省）＜再掲＞

10億円（H30予算： 10億円）

●革新的深海資源調査技術（科学技術イノベーション創造推進費の一部）（内閣府）＜再

掲＞ 555億円の内数（H29補正予算：33億円）
●地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発（文部科学省）＜再掲＞

31億円（H30予算：26億円）
●海域で発生する地震及び火山活動に関する研究開発（文部科学省）

26億円（H30予算：36億円）
●気候変動適応戦略イニシアチブ（文部科学省）＜一部再掲＞ 13億円（H30予算：13億円）
○南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト・日本海地震・津波調査プロジェクト＜再掲＞

（文部科学省） 5億円（H30予算：6億円）
●海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省）＜再掲＞26億円（H30予算：11億円）
●GOSATシリーズによる地球環境観測事業等（環境省） 20億円（H30予算：18億円） 3

４．海洋状況把握（MDA）の能力強化

国際連携・国際協力

●能力構築支援、共同訓練、防衛装備・技術協力等の取組（「ビエンチャン・ビジョン」（日
ＡＳＥＡＮ防衛協力の指針）に基づく取組）（防衛省） 3億円（H30予算： 3億円）
●シーレーン沿岸国における海上保安能力の構築支援（外務省）＜再掲＞

3,136億円の内数（H30予算：3,102億円の内数）

情報収集体制

情報の集約・共有体制
●海洋状況把握（MDA）体制確立の推進等（内閣府、国土交通省）

10億円（H30予算：10億円）
●地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム（文部科学省）

※気候変動適応戦略イニシアチブの一部 4億円（H30予算： 4億円）
●気象資料総合処理システム（国土交通省） 50億円の内数（H30予算：46億円の内数）
●水産多面的機能発揮対策（農林水産省） 29億円の内数（H30予算：28億円の内数）

●情報収集衛星の開発・運用事業（内閣官房）621億円の内数（H30予算:620億円の内数）
●地球環境の状況把握と変動予測のための研究開発（文部科学省）

31億円（H30予算：26億円）
●海底地震・津波観測網の構築・運用（文部科学省）＜再掲＞26億円（H30予算：11億円）
●先進光学衛星（ALOS-3）、先進レーダ衛星（ALOS-4）の開発（文部科学省）

16億円（Ｈ30予算：24億円）
●静止気象衛星業務等（国土交通省） 31億円（H30予算：33億円）



●ソマリア沖・アデン湾、マラッカ・シンガポール海峡における海賊対策・安全確保に関す
る国際協力（外務省・国土交通省・防衛省） ＜一部再掲＞ 55億円（H30予算： 47億円）
●法の支配に基づく海洋秩序維持のための取組み（外務省・国土交通省）

4億円（H30予算： 1.3億円）

○国際海洋法裁判所分担金の拠出（外務省） 2億円（H30予算：2億円）
●能力構築支援、共同訓練、防衛装備・技術協力等の取組（「ビエンチャン・ビジョン」（日
ＡＳＥＡＮ防衛協力の指針）に基づく取組）（防衛省） ＜再掲＞ 3億円（H30予算： 3億円）

７．北極政策の推進

８．国際的な連携の確保及び国際協力の推進

６．離島の保全等及び排他的経済水域等の開発等の推進

離島の保全等

排他的経済水域等の開発等の推進

令和元年度海洋関連施策の概要③

海洋関連予算の合計額
令和元年度予算： ６，１９９億円（防衛省除く）、２，６９７億円（防衛省）

平成30年度予算： ５，６６５億円（防衛省除く）、２，６９１億円（防衛省）

【注】 内数として額が特定できない施策分の金額は合計額に含まない。
後年度負担金が含まれているため、防衛省は別集計とした。
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○大陸棚の限界設定に向けた対応（内閣府・外務省） 0.2億円（H30予算：0.2億円）
○排他的経済水域における漁場整備の推進（農林水産省）

30億円（H30予算：27億円）
○低潮線の保全の推進（国土交通省）＜再掲＞ 0.5億円（H30予算：0.5億円）

○北極海航路の利活用の検討（国土交通省） 0.2億円（H30予算：0.2億円）
●北極域研究の戦略的推進（文部科学省） 12億円（H30予算：11億円）
○国際会議等での我が国の北極政策に関する発信及び理解促進（外務省）

0.1億円（H30予算：0.1億円）

○低潮線の保全の推進（国土交通省） 0.5億円（H30予算：0.5億円）
●離島における観測活動実施（国土交通省） 3億円（H30予算：4億円）
○特定離島における活動拠点整備・管理（国土交通省） 108億円（H30予算：108億円）
○特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持等のための取組の推進（内閣府）

50億円 （H30予算：50億円）
○沖ノ鳥島の管理体制の強化（国土交通省）

10,569億円の内数（H30予算： 8,014億円の内数）
○離島の活性化に対する支援等の離島の振興（国土交通省）＜一部再掲＞

503億円 （H30予算：456億円）
○奄美群島及び小笠原諸島の振興開発（国土交通省）

245億円 （H30予算：223億円）
○離島漁業再生等に対する支援（農林水産省） 15億円 （H30予算：15億円）

○海事・水産分野における人材育成（農林水産省・国土交通省）
9億円（H30予算：9億円）

○船員の確保・育成のための総合対策の推進等（国土交通省・防衛省）
74億円（H30予算：76億円）

○海洋教育・海事振興の推進（国土交通省） 0.2億円（H30予算：0.2億円）

９．海洋人材の育成と国民の理解の増進

※MDA関連施策については●印を付した。
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